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W ide Web Founda t i o nのThe Open Da t a 
Barometer 2016などのランキングをみる限り明
白だ。ブラジル、シンガポール、ウルグアイなど
が健闘しているものの、概して開発途上国のオー
プンデータ施策はまだ経済成長に直結していない
ケースが多い。
日本がこの分野で貢献するためには、進捗著し
い米英の最先端のオープンデータ施策を取り込み、
アジアなどの途上国へ還元するハブの役割を担う
ことである。米国は2009年以来、市民参加・協業・
透明性をコアに戦略的に進捗している。イギリス
は協業的行為のプラットフォーム構築で抜きんで
ている。開発途上国は、文化、宗教、人口、所得
規模など多様な国家群といえる。この分野をリー
ドするならば、焦点を当てる点は、自由なデータ
活用による市民の行政参加と透明性の推進と共に
「経済活性化」への貢献であろう。すなわち、経
済発展に直結する開発支援を計画的に実施するこ
とが重要だ。
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日本が貢献できるのは比較競争優位および経験
値のある「防災サービス」、「公共交通システム」、
「高齢社会対策」でのオープンデータの情報公開
システム構築である。それに「観光」、「地図・地
勢」、「気象データ」をはじめ多種多様な分野が挙
げられる。2国間協力に加え、ASEANなど多国
間協力も有効であろう。いずれにしても、日本が
イニシアティブをとる形での情報公開施策の展開
が必要だ。加えて、国連機関などが最優先とする
途上国への中小企業並びにベンチャー企業振興の
即戦力としての政府データの情報公開でリーダー
シップをとることである。
まずは、日本国内でオープンデータをスタート
させて約5年が経つので、その透明性効果やビジ
ネス・スタートアップ支援の成功事例の集大成を
行い、具体的な評価を実施するタイミングでもあ
る。期待を込めて言えば、国際移転可能な日本の
オリジナルベースの評価指標の確立が急がれる。
そのうえで、75カ国が参加するOpen Government 
Partnership（OGP）に加盟貢献し、難題の標準
化や知財分野に加え、比重が増える越境移転活動
へのソリューションを提示することだ。また、電
子政府推進の枠組みでこの分野の専門家養成とい
う人材育成プログラムも期待したい重要課題であ
る。私はASEAN諸国の現地セミナーの講師とし
て4カ国からすでに招聘されており、一大ブーム
になる潮流と読む。
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